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(57)【要約】
【課題】短時間の系統事故に対して不要な遮断器トリッ
プの発生を回避可能な保護リレー装置を簡易な構成で実
現する。
【解決手段】送電線の電流Ｉｓを一次電流とする変流器
４０の二次電流Ｉｓは、電圧信号に変換された後、アナ
ログフィルタ１２０、Ａ／Ｄ変換器１３０およびディジ
タルフィルタ１４０を通過して、事故検出部１６０へ入
力される。事故検出部１６０は、入力信号によって示さ
れる電流の大きさに基づいて、電力系統の事故発生を検
出するとともに、事故検出時に送電線に設けられた遮断
器のトリップ指令ＴＰを発生する。短時間事故検出部１
７０は、ディジタルフィルタ１４０をバイパスした入力
信号に基づいて電力系統の事故発生を検出するとともに
、当該事故発生時における事故継続時間が所定の閾値よ
りも短い場合には、トリップ指令ＴＰの発生を禁止する
ための禁止フラグＲＬをオンする。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定周波数の電力を伝達するための送電線に設けられた変流器からの入力に基づくアナ
ログ信号をディジタル信号に変換するためのアナログ／ディジタル変換器と、
　前記ディジタル信号によって示される交流電流から前記所定周波数の成分を抽出するた
めのディジタルフィルタと、
　前記ディジタルフィルタから出力されたディジタル信号によって示される電流の大きさ
に基づいて電力系統の事故発生を検出するとともに、事故検出時に前記送電線に設けられ
た遮断器のトリップ指令を発生するための第１の検出手段と、
　前記ディジタルフィルタをバイパスした前記ディジタル信号に基づいて前記電力系統の
事故発生を検出するとともに、当該事故発生時における事故継続時間が所定の閾値よりも
短い場合には、前記第１の検出手段による前記トリップ指令の発生を一時的に禁止するた
めの第２の検出手段とを備える、ディジタル保護リレー装置。
【請求項２】
　前記第２の検出手段は、
　前記事故継続時間が所定の閾値よりも短い場合には、前記第２の検出手段による事故発
生の検知から所定時間が経過するまでの間、前記第１の検出手段による前記事故発生の検
出を禁止するための手段を含み、
　前記所定時間は、前記ディジタルフィルタによって生じる遅れ時間よりも長く、前記所
定周波数の逆数である所定周期の２倍よりも短い、請求項１記載のディジタル保護リレー
装置。
【請求項３】
　前記電力系統は、三相交流電流を送電し、
　前記第２の検出手段は、
　三相の各々において、前記所定周波数に従った同一位相の周期間での電流差が閾値を連
続的に超えた時間に基づいて、前記事故継続時間として検出するための手段を含む、請求
項１または２に記載のディジタル保護リレー装置。
【請求項４】
　前記電力系統は、三相交流電流を送電し、
　前記第２の検出手段は、
　前記三相交流電流をクラーク座標法に従って変換して得られたβ成分および０成分のそ
れぞれについて、前記所定周波数に従った周期間の同一位相での電流差が閾値を連続的に
超えた時間に基づいて、前記事故継続時間として検出するための手段を含む、請求項１ま
たは２に記載のディジタル保護リレー装置。
【請求項５】
　前記電力系統は、三相交流電流を送電し、
　前記第２の検出手段は、
　前記三相交流電流を対称座標法に従って変換して得られた正相分または逆相分と零相分
とのそれぞれについて、前記所定周波数に従った周期間の同一位相での電流差が閾値を連
続的に超えた時間に基づいて、前記事故継続時間として検出するための手段を含む、請求
項１または２に記載のディジタル保護リレー装置。
【請求項６】
　前記第２の検出手段による前記短時間事故の発生履歴を記憶するための記憶手段と、
　前記短時間事故の発生検出頻度が所定値を超えたときにユーザに警告するための警告手
段とをさらに備える、請求項１～５のいずれか１項に記載のディジタル保護リレー装置。
【請求項７】
　前記第２の検出手段による前記短時間事故の発生履歴を記憶するための記憶手段と、
　前記短時間事故の発生検出頻度が所定値を超えたときに、前記第１の検出手段による前
記短時間事故の発生の検出を禁止するための手段とをさらに備える、請求項１～５のいず
れか１項に記載のディジタル保護リレー装置。
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【請求項８】
　前記アナログ／ディジタル変換器に入力される前記アナログ信号から高周波成分を除去
するためのアナログフィルタをさらに備え、
　前記アナログ／ディジタル変換器は、前記アナログフィルタを通過したアナログ信号を
変換した第１のディジタル信号と、前記アナログフィルタをバイパスしたアナログ信号を
変換した第２のディジタル信号とを出力し、
　前記第１のディジタル信号は、前記ディジタルフィルタに入力され、
　前記第２の検出手段は、
　前記第２のディジタル信号に基づいて、前記短時間事故の発生を検出するための手段を
含む、請求項１～７のいずれか１項に記載のディジタル保護リレー装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力系統を保護する目的で設置されるディジタル保護リレー装置に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　通常、電力系統には、落雷等の事故が発生した場合に、遮断器を開放して事故区間を系
統から切り離すための保護リレー装置が設けられる。保護リレー装置は、送電線の電圧・
電流を入力として事故発生を検出し、事故発生時には遮断器に対して遮断指令（トリップ
指令）を出力するように構成される。
【０００３】
　特開２００５－６４０７号公報（特許文献１）には、事故検出処理をディジタル演算で
行なうディジタル保護リレー装置の一例が記載される。特許文献１に記載されたディジタ
ル保護リレー装置では、電力系統の状態量である各アナログ信号を２チャンネルずつ入力
し、サンプリング周期内でこれらの信号をマルチプレクサにより切換えながら順にサンプ
リングする。そして、サンプリングされたデータ変化量がしきい値（通常の交流波形とし
ての予測値）を超えれば異常データとみなし、１周期前のサンプリングデータに置き換え
るように、サンプリングデータを補正することが記載される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－６４０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１にも記載されるように、ディジタル保護リレー装置には、不要な遮断器トリ
ップを引起すことがないように、事故を誤検出しないことが求められている。特許文献１
では、異常データの排除機能によって、瞬間的なデータ異常に起因した不要な遮断器トリ
ップ（誤動作）を回避することが期待できる。
【０００６】
　一方、実際に系統事故が発生しても、数ｍｓ程度の短時間しか継続しない事故、たとえ
ば鳥獣や樹木の接触による瞬間的な短絡に対して、遮断器トリップを発生させるべきでは
ない。このような短時間事故では、ディジタル保護リレー装置がトリップ指令を発生する
ことにより、事故発生後に短時間で電力系統が正常状態に戻ったにもかかわらず、不要な
遮断器トリップによって停電が引起される虞がある。
【０００７】
　特許文献１に記載されたディジタル保護リレー装置は、異常データを破棄して事故検出
を実行することができるものの、発生した事故が短時間のものであるか否かを判断する機
能を有するものではない。
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【０００８】
　また、特許文献１による瞬間的なデータ異常の排除機能によれば、事故態様によっては
、短時間事故に対してトリップ指令を発生しないように対処できる可能性がある。しかし
ながら、特許文献１のディジタル保護リレー装置では、アナログ信号を２チャンネルずつ
入力してマルチプレクサにより切換を行なうため、通常のディジタル保護リレー装置と比
較してマルチプレクサを追加配置することが必要となる。すなわち、特許文献１によるデ
ィジタル保護リレー装置では、ハードウェア要素の追加によるコスト上昇、および、短時
間事故への対処の確実性の点で問題が残る。
【０００９】
　この発明は、上述のような課題を解決するためになされたものであって、この発明の目
的は、短時間の系統事故に対して不要な遮断器トリップの発生を回避可能な保護リレー装
置を簡易な構成で実現することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この発明に係る保護リレー装置は、アナログ／ディジタル変換器と、ディジタルフィル
タと、第１の検出手段と、第２の検出手段とを含む。アナログ／ディジタル変換器は、所
定周波数の電力を伝達するための送電線に設けられた変流器からの入力に基づくアナログ
信号をディジタル信号に変換するように構成される。ディジタルフィルタは、ディジタル
信号によって示される交流電流から所定周波数の成分を抽出するように構成される。第１
の検出手段は、ディジタルフィルタから出力されたディジタル信号によって示される電流
の大きさに基づいて電力系統の事故発生を検出するとともに、事故検出時に送電線に設け
られた遮断器のトリップ指令を発生する。第２の検出手段は、ディジタルフィルタをバイ
パスしたディジタル信号に基づいて電力系統の事故発生を検出するとともに、当該事故発
生時における事故継続時間が所定の閾値よりも短い場合には、第１の検出手段によるトリ
ップ指令の発生を一時的に禁止する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、ハードウェア要素を追加することなく、短時間の系統事故に対して不
要な遮断器トリップの発生を回避可能な保護リレー装置を簡易な構成で実現することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施の形態１によるディジタル保護リレー装置が適用される電力系統の
構成を説明する概略ブロック図である。
【図２】実施の形態１によるディジタル保護リレー装置の構成を説明するための概略ブロ
ック図である。
【図３】図２に示した事故検出部による通常の事故検出の手法を説明するための概略的な
波形図である。
【図４】実施の形態１によるディジタル保護リレー装置の短時間事故の発生時における概
略的な動作波形図である。
【図５】実施の形態１によるディジタル保護リレー装置の通常事故の発生時における概略
的な動作波形図である。
【図６】実施の形態２によるディジタル保護リレー装置の構成を説明するための概略ブロ
ック図である。
【図７】実施の形態３によるディジタル保護リレー装置の構成を説明するための概略ブロ
ック図である。
【図８】実施の形態４によるディジタル保護リレー装置の構成を説明するための概略ブロ
ック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
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　以下に、本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。なお以下では、
図中の同一または相当部分には同一符号を付して、その説明は原則的に繰返さないものと
する。
【００１４】
　［実施の形態１］
　図１は、本発明の実施の形態によるディジタル保護リレー装置が適用される電力系統の
構成を説明する概略ブロック図である。
【００１５】
　図１を参照して、送電線２０は、系統周波数（たとえば、５０Ｈｚないし６０Ｈｚ）の
交流電力を供給する。図１には、送電線２０は、単相の交流電力ないし三相のうちの一相
の交流電力を供給する。
【００１６】
　送電線２０には、遮断器５０が介挿接続される。遮断器５０は、ディジタル保護リレー
装置１００から出力されたトリップ指令ＴＰに応答して作動する。遮断器５０のトリップ
によって、送電線２０の電路が遮断される。
【００１７】
　ディジタル保護リレー装置１００は、計器用変圧器３０からの電圧Ｖ１と、変流器４０
からの電流Ｉｓを入力として、送電線２０における事故発生を検出する。代表的には、デ
ィジタル保護リレー装置１００は、送電線２０での過電流発生に応じて、電力系統の事故
発生を検出して、遮断器５０へのトリップ指令ＴＰを出力する。
【００１８】
　トリップ指令ＴＰに応じて遮断器５０がトリップすることにより、保護対象設備は、事
故点を含む電路から電気的に切り離される。また、図１には１個の遮断器しか例示されて
いないが、実際の電力系統には複数の遮断器が適宜配置されている。したがって、事故点
の両端に位置する遮断器を開放することによって、事故点を電力系統から切り離すことが
可能となる。これにより、機器損傷の防止ないし軽減、電力系統の安定運転の維持および
、公衆安全の確保を図ることができる。
【００１９】
　一方で、鳥獣や樹木の接触等による瞬間的な短絡事故の発生後、短時間（たとえば、数
ｍｓ程度）で自然に正常状態に復帰した場合、すなわち短時間事故の発生時には、遮断器
５０をトリップさせることは妥当ではない。一旦遮断器５０がトリップすると復帰に時間
を要するため、電力系統が正常であるのに電路が遮断された状態となって、不要な停電が
発生することが懸念されるからである。
【００２０】
　したがって、本発明の実施の形態１では、通常の事故検出機能に加えて、短時間事故を
峻別してトリップ指令を発生しないようにする機能を有したディジタル保護リレー装置の
構成について説明する。
【００２１】
　図２は、本発明の実施の形態１によるディジタル保護リレー装置１００の構成を説明す
るための機能ブロック図である。
【００２２】
　図２を参照して、ディジタル保護リレー装置１００は、電流電圧変換器１１０と、アナ
ログディジタル変換器（Ａ／Ｄ変換器）１３０と、ディジタルフィルタ１４０と、演算処
理部１５０とを含む。演算処理部１５０は、事故検出部１６０と、短時間事故検出部１７
０とを有する。ディジタルフィルタ１４０および演算処理部１５０は、ディジタル信号に
対して演算処理を実行するプロセッサによって実現される機能を示す機能ブロックである
。
【００２３】
　電流電圧変換器１１０には、送電線２０の電流Ｉｐを一次電流とする変流器４０の二次
電流Ｉｓが入力される。二次電流Ｉｓは、変流器４０の変流比ｋ（ｋ＞１）に応じて、Ｉ
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ｐが（１／ｋ）倍された電流である。以下では、二次電流Ｉｓを「入力電流」とも称する
。一次電流Ｉｐおよび二次電流Ｉｓは、系統周波数を基本周波数とする交流電流である。
【００２４】
　電流電圧変換器１１０は、入力電流Ｉｓに応じたアナログ電圧ＶＡを発生する。アナロ
グ電圧ＶＡは、系統周波数を基本周波数とする交流電圧を示すアナログ信号である。
【００２５】
　アナログフィルタ１２０は、アナログ電圧ＶＡに含まれる高周波成分を除去するための
周波数特性を有するように構成される。アナログフィルタ１２０を通過したアナログ電圧
ＶＡｆは、Ａ／Ｄ変換器１３０に入力される。
【００２６】
　Ａ／Ｄ変換器１３０は、アナログ電圧ＶＡｆを所定のサンプリング周期に従ってサンプ
リングすることによって、ディジタル信号ＶＤ１に変換する。サンプリング周期は、系統
周波数の逆数に相当する、系統電力の１サイクル（電気角３６０°）を複数に分割するよ
うに定められる。たとえば、Ａ／Ｄ変換器１３０は、アナログ電圧ＶＡｆを電気角３０度
毎にサンプリングすることによって、ディジタル信号ＶＤ１を生成する。
【００２７】
　ディジタル信号ＶＤ１によって、送電線２０を流れる電流Ｉｐに応じた周波数および振
幅を有し、かつ、アナログフィルタ１２０によって高周波成分を除去された交流信号が示
されることが理解される。したがって、当該交流信号の大きさ（実効値または振幅等）に
基づいて、短絡等の事故による送電線２０での過電流の発生を検知することができる。
【００２８】
　一方で、アナログフィルタ１２０によっては、系統周波数の整数倍の周波数成分（ｎ次
高調波成分）を効果的に除去することが困難である。したがって、ｎ次高調波成分によっ
て事故を誤検出しないように、ディジタルフィルタ１４０がさらに設けられる。
【００２９】
　ディジタルフィルタ１４０は、Ａ／Ｄ変換器１３０から出力されたディジタル信号ＶＤ
１に対して、高調波成分を除去するための信号処理を実行するように構成される。この結
果、ディジタルフィルタ１４０から出力されたディジタル信号ＶＤｆは、送電線２０の電
流Ｉｐから基本周波数（系統周波数）の成分を抽出した交流信号となっている。
【００３０】
　事故検出部１６０は、ディジタルフィルタを通過したディジタル信号ＶＤｆに基づいて
、送電線２０の事故発生を検出するとともに、事故発生を検出した場合には、遮断器５０
に対してトリップ指令ＴＰを発生するように構成される。
【００３１】
　図３には、事故検出部１６０による通常の事故検出の手法が概念的に示される。
　図３を参照して、入力電流Ｉｓは、送電線２０の電流Ｉｐに比例した、所定の基本周波
数を有する交流電流である。図３では、入力電流Ｉｓは、基本波成分のみの理想的な交流
電流として表記されている。
【００３２】
　事故検出部１６０では、ディジタル信号ＶＤｆに基づいて、入力電流Ｉｓの大きさを示
す電流実効値Ｉｅが算出される。上述のように、ディジタル信号ＶＤｆは、アナログフィ
ルタ１２０およびディジタルフィルタ１４０によるフィルタ処理後の信号であるので、図
３に示した基本波成分のみの電流を示すものである。
【００３３】
　事故検出部１６０は、電流実効値Ｉｅが所定の閾値Ｉｔよりも大きくなることに応答し
て、送電線２０での事故発生を検出するとともに、遮断器５０へのトリップ指令ＴＰをオ
ンする。
【００３４】
　実際に事故が発生して入力電流Ｉｓが大きくなってから、トリップ指令ＴＰがオンされ
るまでには、一定の遅れ時間Ｔｄが存在する。遅れ時間Ｔｄは、アナログフィルタ１２０
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およびディジタルフィルタ１４０によるフィルタ処理時間、Ａ／Ｄ変換の所要時間、およ
び、判定処理等の演算時間を含むものである。事故発生からトリップ指令ＴＰをオンする
までの所要時間は仕様により決定されており、その値は一般的に３０～５０（ｍｓ）程度
である。したがって、当該仕様を満たすように、Ａ／Ｄ変換器１３０や、ディジタルフィ
ルタ１４０および演算処理部１５０を構成するプロセッサ等が設計される。
【００３５】
　このように、事故検出部１６０は、フィルタ処理された入力電流Ｉｓの大きさに基づい
て、過電流が生じた期間の長さを考慮することなく、電力系統の事故発生を検出する。し
たがって、ごく短時間であっても、閾値を超えた過電流が検出されると、遮断器５０のト
リップ指令ＴＰが出力されてしまう。
【００３６】
　再び図２を参照して、短時間事故検出部１７０は、短時間事故を峻別するために、過電
流の継続時間（すなわち、事故継続時間）が所定時間よりも短いか否かを判定する機能を
有する。具体的には、短時間事故検出部１７０は、Ａ／Ｄ変換器１３０から出力されたデ
ィジタル信号ＶＤ１に基づいて、所定時間よりも短い時間内で収まった過電流の発生、す
なわち、短時間事故の発生を検出する。そして、短時間事故検出部１７０は、短時間事故
の発生を検出したときには、遮断器５０のトリップ指令ＴＰの発生を一時的に禁止するた
めの禁止フラグＲＬをオンする。事故検出部１６０は、禁止フラグＲＬのオン期間中には
、強制的にトリップ指令ＴＰをオフに維持する。
【００３７】
　図４は、短時間事故の発生時におけるディジタル保護リレー装置１００の動作波形図で
ある。
【００３８】
　図４を参照して、送電線２０の電流Ｉｐに比例した二次電流Ｉｓに、電力系統での短時
間事故の発生により、時刻ｔ１からＴｓの間、過電流が発生したものとする。
【００３９】
　ディジタル信号ＶＤ１は、入力電流Ｉｓが電流電圧変換されたアナログ電圧ＶＡがアナ
ログフィルタ１２０を通過した後、Ａ／Ｄ変換されることによって得られる。図４には、
表記の都合上、ディジタル信号ＶＤ１およびディジタル信号ＶＤｆとして、サンプリング
される前の交流信号のアナログ波形が記載されている。なお、入力電流Ｉｓとディジタル
信号ＶＤ１との間には、Ａ／Ｄ変換等による時間遅れが生じる。
【００４０】
　事故検出部１６０に入力されるディジタル信号ＶＤｆは、ディジタルフィルタ１４０を
通過することにより、短時間事故検出部１７０に入力されるディジタル信号ＶＤ１よりフ
ィルタ処理時間Ｔｆ遅れる。
【００４１】
　短時間事故検出部１７０は、ディジタル信号ＶＤ１の推移に基づいて、ディジタル信号
ＶＤ１の同一位相間での偏差ＶＤＳを算出する。偏差ＶＤＳは、現在のＶＤ１と、基準値
ＶＤ♯との差の絶対値で示される（ＶＤＳ＝｜ＶＤ１－ＶＤ♯｜）。たとえば、ｍ（ｍ：
自然数）サイクル（すなわち、電気角３６０°×ｍ）前のＶＤ１の値を記憶したものが、
基準値ＶＤ♯とされる。基本的には、ｍ＝１である。このように、ＶＤＳは、同一位相に
おけるサイクル間での電流Ｉｐの差に応じた値である。
【００４２】
　基準値ＶＤ♯は、系統電力の１サイクル当たりのサンプリング回数に応じた個数分準備
される。たとえば、サンプリング周期が電気角３０°に相当する場合には、１２個分の基
準値ＶＤ♯が準備され、ディジタル信号ＶＤ１がサンプリングされる毎に、ＶＤ♯は１個
ずつ逐次更新される。すなわち、基準値ＶＤ♯は、ＶＤ１の今回のサンプリング値に更新
される。
【００４３】
　なお、三角関数の性質より、基準値ＶＤ♯を１／２サイクル（電気角１８０°）前のＶ
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Ｄ１の値として、ＶＤＳ＝｜ＶＤ１＋ＶＤ♯｜としても、同一位相間での偏差ＶＤＳを算
出することが可能である。この場合にも、基準値ＶＤ♯は、ディジタル信号ＶＤ１がサン
プリングされる毎に、適宜更新される。
【００４４】
　ただし、過電流の検出時、すなわち、ＶＤＳ＞Ｖｔｈの期間では、基準値ＶＤ♯の更新
を停止することにより、過電流時の値を偏差ＶＤＳを求めるための基準値から排除するこ
とが好ましい。このようにすると、短時間事故から復帰した、次サイクルでの電流Ｉｐに
応じた入力電流Ｉｓについては、正常時の電流との比較によって、事故発生の有無を正確
に判定することが可能となる。
【００４５】
　短時間事故検出部１７０は、時刻ｔ２において、偏差ＶＤＳが閾値Ｖｔｈを超えるのに
応答して、事故発生を検出する。さらに、ＶＤＳ＞Ｖｔｈの継続時間を過電流の継続時間
（すなわち、事故継続時間）とみなして、当該事故継続時間が所定時間Ｔｊよりも短いか
否かが判定される。図４では、時刻ｔ２およびｔ３の時間差が事故継続時間に相当し、事
故継続時間はＴｊよりも短い。
【００４６】
　短時間事故検出部１７０は、事故発生を検出した時刻ｔ２から所定時間Ｔｊが経過する
までに過電流が収まると（すなわち、ＶＤＳ＜Ｖｔｈに復帰すると）、時刻ｔ１から所定
期間Ｔｈが経過するまでの間、禁止フラグＲＬをオンする。
【００４７】
　一方、事故検出部１６０は、ディジタル信号ＶＤｆに基づいて、時刻ｔ２よりもＴｆ遅
れて、過電流の発生、すなわち、電力系統の事故発生を検出することができる。実際には
、図中に点線で示すように、実際に過電流が発生した時刻ｔ１から遅れ時間Ｔｄが経過し
た時刻ｔｘにおいて、トリップ指令ＴＰを発生することが可能となる。
【００４８】
　短時間事故検出部１７０が短時間事故を検出した場合には、時刻ｔｘにおいて禁止フラ
グＲＬがオンされているため、事故検出部１６０は、ディジタル信号ＶＤｆに基づいて過
電流が検出されても、トリップ指令ＴＰをオンすることなく、オフに維持する。
【００４９】
　これにより、短時間事故の発生時には、遮断器５０のトリップを回避することによって
、無用の停電が発生することを防止できる。禁止フラグＲＬの所定期間Ｔｈは、時刻ｔ１
から遅れ時間Ｔｄが経過した時刻ｔｘにおいてＲＬがオンされるように定めることが必要
である。一方で、Ｔｈが長過ぎると、短時間事故に後続して本来の系統事故が発生した場
合に、トリップ指令ＴＰの出力が遅くなる虞がある。たとえば、所定期間Ｔｈについては
、系統電力の２サイクルよりも短くなるように、１～１．５サイクル程度の期間とするこ
とが好ましい。
【００５０】
　なお、禁止フラグＲＬのオンを維持している間に新たな短時間事故が検出された場合に
は、禁止フラグＲＬのオン期間が延長される。すなわち、短時間事故が連続して発生した
場合には、最後に短時間事故が検出されてからＴｈの間、禁止フラグＲＬがオンされる。
【００５１】
　図４より、短時間事故検出部１７０がディジタルフィルタ１４０をバイパスしたディジ
タル信号ＶＤ１に基づいて短時間事故を検出することにより、事故検出部１６０によるト
リップ指令ＴＰの発生を適切に回避するための時間的余裕を確保できることが理解される
。
【００５２】
　一方で、図５には、遮断器をトリップすべき事故（通常事故）の発生時における短時間
事故検出部１７０の動作例が示される。
【００５３】
　図５を参照して、送電線２０の電流Ｉｐに比例した二次電流Ｉｓに、電力系統での事故
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の発生により、時刻ｔ１から所定時間Ｔｊを超えて過電流が発生する。時刻ｔ２において
、短時間事故検出部１７０は、ディジタル信号ＶＤ１の推移に基づいて、偏差ＶＤＳが閾
値Ｖｔｈを超えたことに応答して、事故発生を検出する。短時間事故検出部１７０は、事
故発生を検出した時刻ｔ２から所定時間Ｔｊが経過した時刻ｔ３においても、ＶＤＳ＞Ｖ
ｔｈが継続しているため、事故継続時間が所定時間Ｔｊよりも長いと判定する。このとき
、短時間事故検出部１７０は、発生した事故は短時間事故ではないと判断して、禁止フラ
グＲＬをオフに維持する。
【００５４】
　上述のように、事故検出部１６０は、時刻ｔ１から遅れ時間Ｔｄが経過した時刻ｔｘに
おいて、ディジタル信号ＶＤｆに基づいて電力系統の事故発生を検出することができる。
時刻ｔ３において、図４の場合とは異なり禁止フラグＲＬがオフであるため、事故検出部
１６０は、遮断器５０に対してトリップ指令ＴＰを出力する。これにより、所定時間Ｔｊ
を超えた系統事故に対しては、遮断器５０を正常にトリップできることが理解される。
【００５５】
　さらに、短時間事故検出部１７０の機能は、Ａ／Ｄ変換器１３０の出力信号（ディジタ
ル信号ＶＤ１）に対する演算処理、すなわち、プロセッサによるソフトウェア処理によっ
て実現できるので、マルチプレクサの配置を要する特許文献１のように、ハードウェア要
素を追加する必要がない。
【００５６】
　また、図２～図５では、単相（一相分）のみに対する事故検出を説明したが、同様の演
算を三相（Ａ相、Ｂ相、Ｃ相）の各々に適用することにより、三相の交流電力系統につい
ても同様の事故検出を行なうことが可能である。
【００５７】
　このように実施の形態１によるディジタル保護リレー装置によれば、送電線の電流の大
きさ（たとえば、実効値）に基づく通常の事故検出に加えて、短時間事故検出部１７０の
機能により、短時間事故に対してトリップ指令を発生しないように対処することができる
。したがって、ハードウェア要素の追加を要しない簡易な構成によって、短時間の系統事
故に対する遮断器トリップの発生を回避可能な保護リレー装置を実現することが可能とな
る。
【００５８】
　なお、事故検出部１６０は「第１の検出手段」に対応し、短時間事故検出部１７０は「
第２の検出手段」に対応する。
【００５９】
　［実施の形態２］
　図６には、実施の形態２によるディジタル保護リレー装置の構成を説明するための機能
ブロック図が示される。
【００６０】
　図６を参照して、実施の形態２によるディジタル保護リレー装置１０１は、実施の形態
１によるディジタル保護リレー装置１００（図２）と比較して、短時間事故検出部１７０
に代えて短時間事故検出部１７０♯を含む点で異なる。上述のように、図２に示した短時
間事故検出部１７０を三相に適用する場合には、各相に対して短時間事故検出部１７０が
設けられる一方で、短時間事故検出部１７０♯は、３相に対して共通に設けられる。短時
間事故検出部１７０♯には、三相（Ａ相、Ｂ相、Ｃ相）の電流Ｉａ，Ｉｂ，Ｉｃが入力さ
れる。図６のその他の部分の構成については、実施の形態１によるディジタル保護リレー
装置１００（図２）と同様であるので詳細な説明は繰返さない。図６の構成では、短時間
事故検出部１７０♯が「第２の検出手段」に対応する。
【００６１】
　短時間事故検出部１７０♯は、座標変換部１７５を有する。座標変換部１７５は、三相
（Ａ相、Ｂ相、Ｃ相）の電流Ｉａ，Ｉｂ，Ｉｃに対して座標変換処理を実行する。座標変
換部１７５の機能は、プロセッサによるソフトウェア処理によって実現することができる
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。
【００６２】
　たとえば、座標変換部１７５は、クラーク座標法による下記（１）式によって、三相電
流Ｉａ，Ｉｂ，Ｉｃを、電流Ｉα（α成分）、電流Ｉβ（β成分）およびＩ０（０成分）
に変換する。
【００６３】
【数１】

【００６４】
　クラーク座標法による変換後の電流（α成分，β成分，０成分）では、各相の短絡事故
が発生した場合にはβ成分の値に影響が現れるとともに、地絡事故が発生した場合には０
成分に影響が現れる。したがって、変換後の電流については、β成分および０成分の２つ
について、図２に示した短時間事故検出部１７０による処理を実行することにより、三相
分の事故すべてに対応できることになる。
【００６５】
　したがって、短時間事故検出部１７０♯では、クラーク座標法による変換後の電流Ｉβ
（β成分）および電流Ｉ０（０成分）の２つの電流の各々について、実施の形態１と同様
に、同一位相におけるサイクル間での偏差（図４でのＶＤＳに相当）を求めるとともに、
当該偏差と閾値との比較に基づいて、短時間事故の検出および禁止フラグＲＬのオンオフ
制御が実行されることになる。
【００６６】
　あるいは、クラーク座標法に代えて、対称座標法を用いることも可能である。対称座標
法を用いる場合には、下記（２）式に示されるように、三相電流Ｉａ，Ｉｂ，Ｉｃが、０
相電流Ｉ０、正相電流Ｉ１および逆相電流Ｉ２に変換される。
【００６７】

【数２】

【００６８】
　短時間事故検出部１７０♯は、対称座標法を用いた場合には、正相または逆相電流と、
０相電流との２つの電流の各々について、図２に示した短時間事故検出部１７０による処
理を実行する。
【００６９】
　実施の形態２による短時間事故検出部１７０♯では、図２の短時間事故検出部１７０に
よる演算処理と比較して、３相分の処理を２成分の電流に対する処理に軽減することがで
きる。したがって、座標変換処理に係る演算処理の負荷が、１相分の短時間事故検出に係
る演算処理の負荷よりも低い場合には、短時間事故検出部１７０♯を構成するプロセッサ
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の演算負荷を軽減することが可能となる。
【００７０】
　［実施の形態３］
　図７は、本発明の実施の形態３によるディジタル保護リレー装置１０２の構成を説明す
るための概略ブロック図である。
【００７１】
　図７を参照して、実施の形態３によるディジタル保護リレー装置１０２は、実施の形態
１によるディジタル保護リレー装置（図２）と比較して、演算処理部１５０に代えて、演
算処理部１５１を含む点で異なる。演算処理部１５１は、演算処理部１５０にも含まれる
事故検出部１６０および短時間事故検出部１７０に加えて、記憶部１８０および報知部１
８５をさらに含む。
【００７２】
　記憶部１８０は、短時間事故検出部１７０によって禁止フラグＲＬがオンされた履歴を
記憶する。報知部１８５は、記憶部１８０に記憶された禁止フラグＲＬのオン履歴に基づ
く警告を出力するための指令を、図示しない表示部（たとえば、警告ランプ）に対して出
力する。記憶部１８０は、たとえば、プロセッサ内部に設けられたメモリを用いて構成す
ることができる。報知部１８５の機能は、プロセッサによるソフトウェア処理によって、
実現できる。
【００７３】
　ディジタル保護リレー装置１０２のその他の部分の構成は、実施の形態１によるディジ
タル保護リレー装置１００と同様であるので詳細な説明は繰り返さない。
【００７４】
　短時間事故の発生が過度に頻繁に検出される場合には、実際の電力系統の短時間事故で
はなく、ディジタル保護リレー装置内部での異常が発生していることが懸念される。たと
えば、Ａ／Ｄ変換器におけるデータ変換異常（データ化け）によって、短時間事故検出部
１７０が短時間事故を誤検出している虞がある。短時間事故が頻繁に誤検出されると、禁
止フラグＲＬが誤ってオンされた期間中に実際の系統事故が発生した場合に、当該系統事
故の検出が遅れる可能性がある。
【００７５】
　したがって、報知部１８５は、短時間事故検出部１７０による短時間事故の発生検出頻
度（すなわち、一定時間内における禁止フラグＲＬのオン回数）が判定値を超えると、ユ
ーザに対する警告出力を指示する。これにより、ユーザは、実際の短時間事故の発生と、
ディジタル保護リレー装置内部での異常とを切り分けることが可能となる。言い換えると
、短時間事故検出部１７０による短時間事故の発生検出頻度に基づいて、ディジタル保護
リレー装置内部での異常を検出することが可能となる。特に、警告の出力によってディジ
タル保護リレー装置の点検をユーザに促すことにより、事故検出部１６０による事故検出
能力が低下する状態が継続することを防止できる。
【００７６】
　なお、短時間事故検出部１７０による短時間事故の発生検出頻度が高い場合に、禁止フ
ラグＲＬのオンを禁止する構成としてもよい。たとえば、報知部１８５による警告出力が
必要な場合に、短時間事故検出部１７０に対して禁止フラグＲＬのオンを禁止する構成と
することが可能である。あるいは、短時間事故検出部１７０が、記憶部１８０に記憶され
た履歴に基づいて、短時間事故の発生検出頻度が高い場合に、禁止フラグＲＬをオンしな
いようにしてもよい。
【００７７】
　このように、実施の形態３によるディジタル保護リレー装置によれば、短時間事故検出
部１７０による短時間事故の発生検出頻度に基づいて、ディジタル保護リレー装置内部の
異常を検出することが可能である。さらに、ユーザに対する警告出力および／または禁止
フラグＲＬのオン禁止を行なうことにより、短時間事故の頻繁な誤検出によって事故検出
部１６０による事故検出能力が低下する状態を回避することが可能となる。
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【００７８】
　なお、実施の形態３による構成は、実施の形態２による構成と組み合わせることも可能
である。すなわち、図６に示したディジタル保護リレー装置１０１の構成において、記憶
部１８０および報知部１８５を設けることも可能である。この構成では、記憶部１８０は
、短時間事故検出部１７０♯による禁止フラグＲＬのオン履歴を記憶するように構成され
る。
【００７９】
　［実施の形態４］
　図８は、実施の形態４によるディジタル保護リレー装置の構成を示すブロック図である
。
【００８０】
　図８を参照して、実施の形態４によるディジタル保護リレー装置１０３は、実施の形態
１によるディジタル保護リレー装置１００（図２）と比較して、短時間事故検出部１７０
に入力されるディジタル信号の発生経路が異なる。具体的には、Ａ／Ｄ変換器１３０は、
アナログフィルタ１２０を通過した電圧信号ＶＡをＡ／Ｄ変換したディジタル信号ＶＤ１
に加えて、アナログフィルタ１２０をバイパスした電圧信号ＶＡをＡ／Ｄ変換したディジ
タル信号ＶＤ１♯を出力する。
【００８１】
　短時間事故検出部１７０は、ディジタル信号ＶＤ１♯を入力として、上述したのと同様
に、短時間事故の発生検出処理および禁止フラグＲＬのオンオフ制御を実行する。すなわ
ち、短時間事故検出部１７０は、アナログフィルタ１２０をバイパスした信号をＡ／Ｄ変
換したディジタル信号ＶＤ１♯に基づいて、短時間事故の検出処理を実行する。具体的に
は、ディジタル信号ＶＤ１♯について、実施の形態１と同様に、同一位相におけるサイク
ル間での偏差ＶＤＳを求めるとともに、当該偏差と閾値との比較に基づいて、短時間事故
の検出および禁止フラグＲＬのオンオフ制御が実行される。
【００８２】
　これに対して、事故検出部１６０に入力されるディジタル信号ＶＤｆは、実施の形態１
と同様に、アナログフィルタ１２０およびディジタルフィルタ１４０の両方を通過する経
路によって発生される。すなわち、事故検出部１６０による系統事故の検出処理は、実施
の形態１で説明したのと同様であるので、詳細な説明は繰り返さない。
【００８３】
　ディジタル信号ＶＤ１♯は、アナログフィルタ１２０をバイパスした経路で発生される
。このため、ディジタル信号ＶＤ１♯には、ディジタル信号ＶＤ１と比較して、アナログ
フィルタ１２０における遅延時間分だけ早く、系統事故（短時間事故）を示す波形が出現
する。実施の形態１で説明したように、短時間事故の検出は、事故検出部１６０による事
故検出よりも早期に完了する必要がある。
【００８４】
　したがって、実施の形態４によるディジタル保護リレー装置１０３によれば、短時間事
故検出部１７０による短時間事故をさらに検出に実行することが可能となるので、短時間
事故の検出による不要な遮断器トリップを回避する効果をさらに高めることが期待できる
。
【００８５】
　なお、実施の形態４による構成は、実施の形態２，３による構成と組み合わせることも
可能である。すなわち、図６に示したディジタル保護リレー装置１０１、図７に示したデ
ィジタル保護リレー装置１０２、および、実施の形態２および３を組み合わせたディジタ
ル保護リレー装置（図示せず）の構成の各々において、短時間事故検出部１７０への入力
信号を、アナログフィルタ１２０をバイパスした経路によって発生されたディジタル信号
ＶＤ１♯とすることも可能である。
【００８６】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
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れるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示され
、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図され
る。
【符号の説明】
【００８７】
　２０　送電線、３０　計器用変圧器、４０　変流器、５０　遮断器、１００，１０１，
１０２，１０３　ディジタル保護リレー装置、１１０　電流電圧変換器、１２０　アナロ
グフィルタ、１３０　Ａ／Ｄ変換器、１４０　ディジタルフィルタ、１５０，１５１　演
算処理部、１６０　事故検出部、１７０，１７０♯　短時間事故検出部、１７５　座標変
換部、１８０　記憶部、１８５　報知部、Ｉａ，Ｉｂ，Ｉｃ　三相電流、Ｉｅ　電流実効
値、Ｉｐ　送電線電流（変流器一次電流）、Ｉｓ　入力電流（変流器二次電流）、Ｉｔ，
Ｖｔｈ　閾値、ＲＬ　禁止フラグ、ＴＰ　トリップ指令、Ｔｄ　遅れ時間、Ｔｆ　ディジ
タルフィルタ処理時間、Ｔｊ　所定時間、Ｖ１　送電線電圧、ＶＡ，ＶＡｆ　電圧信号（
アナログ電圧）、ＶＤ１，ＶＤ１♯，ＶＤｆ　ディジタル信号、ＶＤＳ　偏差。

【図１】 【図２】
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